
議第１１０号 

 

   高山市税条例及び高山市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例について 

 

 高山市税条例及び高山市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例を次のように制定す

るものとする。 

 

  令和元年１１月２９日提出 

 

高山市長  國 島  芳 明    

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律の改正に伴い改正しようとする。 

 



   高山市税条例及び高山市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例 

 （高山市税条例の一部改正） 

第１条 高山市税条例（昭和３０年高山市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（給与支払報告書等の提出義務） （給与支払報告書等の提出義務） 

第３１条 （略） 第３１条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 第１項又は第３項の規定によつて給与支払

報告書を提出する義務がある者で、当該給与

支払報告書の提出期限の属する年において所

得税法第２２６条第１項に規定する源泉徴収

票について同法第２２８条の４第１項の適用

を受けるものは、第１項又は第３項の規定に

かかわらず、当該給与支払報告書に記載すべ

きものとされるこれらの規定に規定する事項

（以下この項及び第７項において「給与支払

報告書記載事項」という。）を次に掲げる方

法のいずれかにより市長に提出しなければな

らない。 

５ 第１項又は第３項の規定によつて給与支払

報告書を提出する義務がある者で、当該給与

支払報告書の提出期限の属する年において所

得税法第２２６条第１項に規定する源泉徴収

票について同法第２２８条の４第１項の適用

を受けるものは、第１項又は第３項の規定に

かかわらず、当該給与支払報告書に記載すべ

きものとされるこれらの規定に規定する事項

（以下この項及び第７項において「給与支払

報告書記載事項」という。）を次に掲げる方

法のいずれかにより市長に提出しなければな

らない。 

⑴ 電子情報処理組織（行政手続等における

情報通信の技術の利用に関する法律（平成

１４年法律第１５１号）第３条第１項に規

定する電子情報処理組織をいう。次項第１

号において同じ。）を使用する方法として

法規則第１０条第２項で定める方法 

⑴ 電子情報処理組織（情報通信技術を活用

した行政の推進等に関する法律（平成１４

年法律第１５１号）第６条第１項に規定す

る電子情報処理組織をいう。次項第１号に

おいて同じ。）を使用する方法として法規

則第１０条第２項で定める方法 

⑵ （略） ⑵ （略） 

６～８ （略） ６～８ （略） 

 （高山市固定資産評価審査委員会条例の一部改正） 

第２条 高山市固定資産評価審査委員会条例（昭和３７年高山市条例第３８号）の一部を次のよう

に改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（書面審理） （書面審理） 

第９条 （略） 第９条 （略） 



２ 前項の規定にかかわらず、行政手続等にお

ける情報通信の技術の利用に関する法律（平

成１４年法律第１５１号）第３条第１項の規

定により同項に規定する電子情報処理組織を

使用して弁明がされた場合には、前項の規定

に従つて弁明書が提出されたものとみなす。 

２ 前項の規定にかかわらず、情報通信技術を

活用した行政の推進等に関する法律（平成１

４年法律第１５１号）第６条第１項の規定に

より同項に規定する電子情報処理組織を使用

して弁明がされた場合には、前項の規定に従

つて弁明書が提出されたものとみなす。 

３～５ （略） ３～５ （略） 

   附 則 

 この条例は、公布の日又は情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並

びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する

法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第１６号）の施行の日のいずれか遅い日から施行する。 


